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                                          Summary 

 The availability of greater volumes of woody biomass would be advantageous for Japan. The objective of this study 

was to examine problems regarding the use of wood chips as fuel in Kagoshima through investigations of two sawmills 

that are wood chip fuel producers and three consumers. The consumers included an eel cultivation facility, a public spa, 

and an elder care facility. The available volume of wood chips from the sawmills was calculated and compared with the 

present fuel chip demand. The supply was sufficient because the present demand was estimated to be less than 5% of 

the production capacity. On the other hand, the production capacity of the dried (low-moisture content) chips was less 

than one and a half times the demand. The initial cost of introducing a wood chip boiler for high-moisture chip fuel would 

be higher than that of one for dried-chip fuel. It would be necessary to supply a sufficient volume of dried chips to meet 

the demand required for the use of a wood chip boiler.
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1.は じ め に

近 年,地 球温 暖 化 防止 や 循環 型 社 会,さ らに は林 業活 性

化 の 観点 か ら,我 が 国 で は木 質バ イオ マ スの エ ネル ギ ー利

用 が 再 び注 目 され て い る(熊 崎,2000)。 エ ネ ル ギ ーの 利

用 法 と しては,直 接燃 焼 に よる熱 利 用 が最 もエ ネル ギ ー効

率 が 良 い(熊 崎,2008)。 また,ボ イ ラー に よる熱 利 用 が

直 接 燃焼 発 電 や ガス化 発 電 エ タ ノー ル製 造等 と比較 し二

酸 化 炭素 削 減 コス トは低 い こ とが 報 告 され て い る(佐 賀 ほ

か,2008)。

木 質バ イオ マ ス一 般 を直接 燃 焼 に よ りエ ネル ギー 利用 す

る場 合,ペ レ ッ ト等 の成 型 燃料 と して用 い られ る場合 もあ

るが,日 本 の 木質 ペ レ ッ ト工場 は まだ規 模 ・数 ともに小 さ

い こ と(ペ レ ッ トク ラブ,2004)も あ り,木 質チ ップ とし

て用 い られ る場 合 が 多 い。 チ ップ と して使 用 され る場 合,

ペ レ ッ トの よ うに圧 密 加工 す る必要 が な く,あ る程 度 の低

い含 水 率 で あれ ば利 用 す る こ とが で きる(岩 手県,2006)。

しか し,木 質 チ ップ をボ イ ラー で燃 焼 させ る場合,熱 効率

の 面か ら含 水 率 を一 定 の値 以 下 に保 つ こ とが 重 要 となっ て

くる(Hakkila and Parikka, 2002;熊 崎,2004)。

そ の よ うな現状 の 中,鹿 児 島 県 内 には ペ レッ ト工 場 が存

在 しない た め,木 質チ ップ ボ イ ラーの 導入 を推進 して い る

が,ま だ 導入 事 例 は多 くな い。 鹿児 島県 が県 内事 業 者 を対

象 と して 実施 した 木質 バ イ オマ ス需 要 ア ンケー ト調 査(鹿

児 島県,2010)に お け る 「木 質 バ イ オマ ス焚 きボ イ ラー の

導入 ・更新 を検討 しない,で きない」理 由 として最 も多 か っ

た の は,「 木 質 バ イ オ マ ス焚 きボ イ ラー につ い て よ く分 か

らな い た め 」 とい う答 え に 次 い で,そ の 他 の 内容 と して

「燃 料 の 入 手,保 管 等 具 体 的 に分 か らな い」 とい う もの が

挙 げ られ て いた 。 ま た,木 質 バ イ オマ ス 焚 きボ イラー の導
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入検討 ・導入可否判断にあたり必要な情報については 「木

質バイオマス焚きボイラーそのものに関する情報」が最も

多 く,次 いで 「燃料の入手 ・安定供給に関する情報」となっ

ていた。これらのことから,県 内事業者はボイラー自体の

情報はもちろん,燃 料に関する情報を必要としていること

が分かる。つまり,燃 料に関する情報を明らかにすること

がボイラー導入の促進に繋がると考えられる。そこで本報

告では,木 質バイオマスの利用拡大と促進を図るため,鹿

児島県における木質チップ燃料の供給 ・利用実態とその課

題を明らかにするということを目的とする。

II.調 査地 ・調査 方法

1.調 査地

調査地は,鹿 児島県内本土(離 島を除く,以 下,県 内)

である。調査対象は木質チップ燃料生産事業体(以 下,生

産事業体)と それを木質チップボイラー用の燃料(以 下,

木質チップ燃料)と して使用している利用事業体である。

県内の生産事業体は2箇 所,利 用事業体は3箇 所であっ

た。その内訳は,生 産事業体である製材加工業者のA木 材

株式会社,そ こから供給される木質チップ燃料の利用事業

体であるb養鰻施設,c温 泉施設と同じく製材加工業者であ

る生産事業体のD産 業株式会社,同 利用事業体であるe福

祉施設である(図-1)。

2.調 査方法

生産事業体と利用事業体それぞれについて現地を訪問し,

木質チップ燃料に関する聞き取 り調査を行った。

生産事業体には木質チップ燃料生産量,同 供給先,お よ

び乾燥や輸送等に関する独自の取 り組みを聞き取 り調査し

た。特に,A木 材株式会社には原木消費量,製 品出来高,

およびオガ粉生産量も調査項目とした。利用事業体には木

質チップボイラー稼働時期,木 質チップ運搬方法,保 管の

ための木質チップ燃料用サイロの状況について,お よび木

質 チ ップ燃 料 消 費量 を聞 き取 り調査 した 。

3.解 析 方法

聞 き取 り調査 によっ て得 られ た原 木消 費量,製 品 出来高,

お よび オガ粉 生 産量 の数値 か ら消 費丸 太 に 占め る木 質 チ ッ

プ の生 産 割合 を算 出 し,そ の比 を用 いて県 内の 製材 由来 の

チ ップ生 産可 能 量 を試 算 した。 またそ の 数値 と県 内の 木 質

チ ップ燃料 の需 要量 と を比 較 した。

III.結 果

1.事 業体 概 要 な らび に木 質 チ ップの 生産 か ら利用 の 流れ

1)A木 材 株 式 会社

A木 材 株 式 会 社(以 下,A会 社)は 「林 業 ・木 材 産業 構

造 改 革 事 業 」 を活 用 して6t/hの 木 くず 焚 き蒸 気 ボ イ ラ ー

を導 入 し,平 成19年10月 よ り稼働 してい る(写 真 一1)。 燃

料 は全 て 自社 内 で発 生 した製 材残 材 を使用 して い る(平 成

20年 度 は製 材 残 材 を3,158t/年 消 費,二 酸 化 炭 素 排 出量 を

1,555tCO2/年 削 減)。木 くず 焚 きボ イラー のほか,バ ックア ッ

プ用 として重 油 焚 きボ イ ラー2基 を稼 働 し,高 温 木 材 乾燥

機10基 と低 温 木 材 乾 燥 機1基 を 稼 働 して お り,年 間約

10,000m3の 人工 乾 燥材 を生 産 して い る。 そ の 時 に発 生 す る

約150度 の 余剰 排 熱 を利 用 し,乾 量基 準 で含 水 率15%(以

下,15%d.b.と 記 す)程 度 の 乾 燥 チ ップ を生 産 して い る

(写真-2)。 平 成22年 度 の乾 燥 チ ップの 生産 量 は木 質 チ ッ

プ の体 積 で3,750m3(以 下,3,750空m3と 記 す,600乾t/年)

で あ った 。 また,平 成23年 度 か ら乾 燥 チ ップ と生チ ップ を

混ぜ 含 水率 を60～70%d.b.に 抑 えた チ ップ(以 下,調 整 チ ッ

プ)を 生 産 して い る。

同 会社 は5km圏 内 のb養 鰻 施 設 に乾 燥 チ ップ と,10km

圏 内 のc温 泉 施 設 に調 整 チ ップ を供 給 して い る。 生 産 され

た木 質チ ップ燃料 は供 給先 別 に保 管 されて いる(写 真-3)。

木質チップ燃料
生産事業体

木質チップ燃料

利用事業体

A木 材株式会社
b養鰻施設

c温泉施設

D産業株式会社 e福祉施設

木質チップ燃料生産事業体

木質チップ燃料利用事業体

図-1.調 査 地 写真-1.木 くず 焚 きボイ ラ ー
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写真-2.乾 燥チップの生産設備

写真-3.保 管 され てい る木 質 チ ップ燃料

(奥:b養 鰻 施設用,手 前:e温 泉施設用)

2)b養 鰻 施 設

b養 鰻 施 設(以 下,b施 設)は ス イス ・シ ュ ミ ッ ト社 製 の

550kwの 乾燥 チ ップ用 の 木 質チ ッ プボ イ ラー(燃 焼 可 能 な

含 水 率 は50%d.b.以 下 を標 準 とし最大55%d.b.)1基 を導 入

し,平 成21年 度1月 よ り稼 働 し,養 鰻 池 の 温水 加 温 を行 っ

てい る。木質 チ ップ燃 料 用 のサ イ ロは 地下 式 で70m3で あ る。

鰻 は養 鰻 池 で養 殖 されて お り,用 水 は ほ とん どが19度 前

後 の 地下 水 を使 用 す る流 水 養殖 であ る。 水 温 が鰻 の 歩留 ま

りや 成長 速 度 に大 き く影 響 す る ため,通 常 は水 温 を常時30

度 程度 に保 つ必 要 が あ るこ とか ら,加 温 設備 が用 い られ る。

ま た,加 温 効 率 を向 上 させ る た め,養 鰻 池 はハ ウス化 され

てい る(鹿 児 島県,2010)。

当施設 は木 質 チ ップ ボ イ ラー を導 入す る こ とで 養鰻 池27

面(概 ね90坪/面)の 約1/4程 度 の加 温 を まか な っ て い る。

木質 チ ップ燃 料 の 運搬 は,A会 社 か らオ ガ粉 購 入 を してい

る近 隣i農家 に運 賃 を払 い,運 んで も らっ てい る。4tト ラ ッ

クー杯 の乾燥 チ ップ を2日 に1回 程 度 の頻 度 で搬 入 してい

る。平 成22年 度 の乾 燥 チ ップ の消 費量 は3,750空m3/年(600

乾t/年),二 酸化 炭 素排 出削 減量 は571tCO2/年 で あ った 。

3)c温 泉 施 設

c温 泉 施 設(以 下,c施 設)は 「平 成22年 度 地域 グ リー ン

ニ ュ ーデ ィール基 金 事 業」 を活用 しス イス ・シュ ミッ ト社

製 の360kwの 生 チ ップ用 の 木 質 チ ップボ イ ラ ー(燃 焼 可 能

な含 水 率 は100%d.b.以 下 を標 準 と し最 大120%d.b.)1基 を

導入 した 。平 成23年 度4月 よ り稼 働 し,給 湯 用 に温 水加 温

を行 っ てい る。木 質 チ ップ燃 料 用 のサ イ ロは地 下 式 で30m3

で あ る。 木 質 チ ップ燃 料 の運 搬 は,A会 社 に直 接 引 き取 り

に行 き,2tト ラ ック に よ り週 に2,3日 程 度 の頻 度 で行 わ

れ て い る。 平成23年 度 の調 整 チ ップ の消 費 量予 定 値 は856t

/年,二 酸 化 炭素 排 出 削減 量予 定 値 は436tCO,/年 であ る 。

4)D産 業株 式 会 社

D産 業株 式 会 社(以 下,D会 社)は 平 成22年 度 に お け る

燃料 用 の生 チ ップ の生 産 量 が1,780空m3/年(516生t/年)で

あ り,生 チ ップの含 水 率 を100%d.b.以 下 に抑 える ため,丸

太 時 に樹 皮 を剥 ぎ土 場 で 天然 乾燥 を行 っ た後,製 材 加 工 し

背板 をチ ップ化 して い る。

同会 社 は,生 チ ップ を5km圏 内 のe福 祉 施設 に供 給 して

い る。

5)e福 祉施 設

e福 祉 施 設(以 下,e施 設)は ス イス ・シ ュ ミ ッ ト社 製 の

300kwと150kwの 生 チ ップ用 の 木 質 チ ップ ボ イ ラ ー(燃 焼

可 能 な含水 率 は100%d.b.以 下 を標 準 と し最 大120%d.b.)を

そ れぞ れ1基 ず つ導 入 した。 平 成22年 度4月 よ り稼 働 し福

祉 施 設 の給 湯,冷 暖房 用 に温 水加 温 を行 っ てい る。 当 施設

は50床 の介 護 老 人福 祉 施設 で 、 吸収 式 冷凍 機 を設置 す る こ

とで給 湯 だ けで は な く,冷 暖 房へ の活 用 も可 能 とな って い

る 。 夏場 と冬場 以 外 の 冷 暖房 を使 用 しな い時 には,150kw

の 木質 チ ップボ イ ラ ーで給 湯 を行 って い る。 木 質チ ップ燃

料 用 の サ イ ロ は地 下 式 で60m3で あ る 。 木 質 チ ップ燃 料 の

運搬 は,D会 社 が4.8m3積 載 可 能 な1.8t程 度 の トラ ック で,

週 に3,4日 程 度 の頻 度 で 行 っ て い る。 冷 暖 房 期 間 に は,

木 質チ ップ ボ イ ラーが2基 とも フル稼働 す る こ とか ら,毎

日燃 料 を運搬 して い る。平 成22年 度 の 生 チ ップの消 費 量 は

1,780空m3/年(516生t/年),二 酸 化 炭 素 排 出削 減 量 は106t

CO2/年 で あ っ た。

2.製 材 工場 か らの木 質 チ ッ プ生産 構 造

A会 社 で実 施 した原 木 消 費 量,製 材 出 来 高,オ ガ粉 生 産

量 の 聞 き取 り調査 か ら得 た数 値 を もとに,月 ご との原 木消

費量 に 占め る製 品 出来 高 とそ の他 の背 板等 の生 産割 合 の推

移 を求 め た もの が 図-3で あ る。製 材 歩留 ま りは ほぼ 一定

の値 で推移 して お り,そ の平 均値 は43%で あ った。 背板 等

の 内,オ ガ粉 を除 い た物 を今 回 チ ップ化可 能 量 と し,チ ッ



18 伊地知 秀太 ・寺岡 行雄

背板等

製品出来高

図-5.出 力150kw以 上 の 全 製材 所 の原 木消 費量 か らの フ

ロー図

図-2.月 別の原木消費量に占める製品出来高と背板等の
生産割合

オガ粉

チップ化可能量

乾燥チップ

能 量 を試 算 す る と,そ れ は約80,000m3に な る。 また,A会

社 と同 様 の 乾 燥 施 設 を備 え て い る と仮 定 す る と,そ の 内

5,000m3が 乾 燥 チ ップ と なる(図-6)。 県 内 の木 質 チ ップ

ボ イ ラ ー の木 質 チ ッ プ燃 料 消 費 量 の 合 計(b,c,お よびe

施 設 の合 計)は 原 木 丸 太換 算 で 約3,500m3/年 で あ る こ とか

ら,県 内の 木 質 チ ップ燃料 消 費量 は,出 力 規 模150kw以 上

の製材 所 の 製材 由来 のチ ップ生産 可 能量 の5%以 下で あ る。

しか し,必 要 な木 質チ ップ燃 料 が乾 燥 チ ップ に限定 され て

し ま う と,出 力 規 模150kw以 上 の すべ て の製 材 所 がA会 社

と同様 の乾 燥 チ ップ生 産施 設 を備 えて い る と仮 定 して も,

そ の 生 産 余力 は現 状 の 需 要 に対 し1.5倍 に も満 た な い こ と

に な る。

図-3.月 別 の背 板 等 か らの オ ガ粉,乾 燥 チ ップ生 産割 合

図-4.丸 太 か らの生 産 割合 の フ ロー 図

プ化 可 能量 の 中 で乾燥 チ ップ と して 生産 され た割 合 を 図 一

4に 示す 。

図-3か らオ ガ粉 は5月 に特 に生 産割 合 が少 な くな った

が,概 ね14%で 推 移 してい た 。乾 燥 チ ップは平 均5%で 推

移 してい た。A会 社 で は乾燥 チ ップ を燃 料 用 と して木質 チ ッ

プ ボ イラ ー を導入 して い る施 設 に販 売 し,そ れ以 外 の チ ッ

プ は製紙 用 と して製 紙会 社 に全 量 販 売 してい る。 また,オ

ガ粉 は家 畜 敷料 として近 隣 農家 に全 量販 売 して い る。つ ま

り,消 費 され た原 木 丸太 を1.00と す る とそ れか ら製材 品が

0.43生 産 され,そ の 他 の 背 板 等 が0.57発 生 す る。 そ の0.57

の背板 等 か ら,0.46の チ ップ(製 紙用),0.03の 乾 燥 チ ップ

(燃料用),0.08の オ ガ粉(敷 料用)が 生産 されて い る(図 一

5)。

この数 値 を用 い 自社 内 に木材 乾 燥 施設 を備 え てい る であ

ろ う,県 内 の 出力 規模150kw以 上 の全 製材 所 の 原 木消 費 量

(約163,000m3,平 成20年 度)か ら製 材 由 来 のチ ップ生 産 可

I V.考 察

木質 チ ップ をボ イ ラー の燃 料 と して 利用 す る場 合,含 水

率が 低 い こ とが望 ま しい。木 質チ ップの乾 燥 方法 と して は,

丸 太 の状態 で乾燥 した後 にチ ップ に加 工 す る方法 や,チ ッ

プ に加 工 した後 に乾 燥 す る方 法,お よび 製材 所等 にお け る

加工 工程 で の乾燥 等 が考 え られ る。丸 太 の乾燥 につい て は,

伐倒 後50～60日 間 の葉枯 ら し乾燥 を実施 す る ことに よっ て,

ス ギ は 含水 率 が70～100%d,b.に,ヒ ノ キ で は50～70%d,b.

に低 下 す る事 例(全 国林 業 改 良 普及 協 会,1990)が 報 告 さ

れ て い る。 また,宮 田 ら(2006)に よっ て ヒ ノキ丸 太 を舗

装土 場 で 自然 乾燥 させ る こ とに よって,乾 燥 期 間3カ 月 で

含水 率 が82%d.b.か ら38%d.b.に 低 下 す る事 例 が報 告 され て

い る。 チ ップ加 工後 の 乾燥 につ い て は,山 積 み して 自然乾

燥 した場合,チ ップの ご く表 層 部 は乾燥 す るが,山 積 み 内

部 のチ ップ を乾燥 す る には定 期 的 な撹拌 を繰 り返す 必 要 が

あ る。 週1回 の 定期 的 な撹拌 を実施 す る こ とで,含 水 率 は

開 始 時 の150%d.b.程 度 か ら98日 後 に は60～80%d.b.ま で低

下 し,撹拌 に加 え チ ップの乾 燥 に は送 風 が有 効 で あ る とい

う事例 が報 告 され て い る(宮 田 ほか,2008)。 また,市 原

ら(2009)は 回 転 ドラム式 乾 燥機 を用 い る有 効性 を報 告 し

て い る。 さ らに今 回 の調査 対 象地 で実 施 され てい た よ うに,

排 熱 を利用 して の乾 燥 や,乾 燥 チ ップ と生 チ ップ を混 ぜ る

こ とで含 水率 を下 げ る等 の よ うに乾燥 方法 はい くつか あ る。
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しかし,そ れぞれの乾燥方法には時間やコス トがかかるた

め,乾 燥チップは生チップに比べて生産量が極端に少ない。

一方,生 チップ用のボイラーは,ボ イラー内に木質チッ

プ燃料を乾燥するための装置が必要となることから,構 造

が複雑かつ大型化するため,乾 燥チップ用のボイラーと比

較し価格が高い(ボ イラーメーカーへの聞き取りによると,

同出力でも,出 力規模によっては500万 円以上ボイラー価

格が異なる)。木質チップボイラーの普及を考えた場合,

現時点では重油ボイラーと比較 してボイラー価格が非常に

高いので,少 しでも初期投資を抑えることができる乾燥チッ

プ用のボイラーが主流になると思われる。

本研究から,現 在の県内における木質チップ燃料の総需

要量は,出 力規模150kw以 上の全製材所の製材由来のチッ

プ生産可能量の5%に も満たない状態であ り,潜 在的な木

質チップ燃料に対する県内製材加工業からの供給余力は十

分にあると考えられる。 しかし,乾 燥チップに限定すると

供給余力は非常に低い状態であることが明らかとなった。

そのため,今 後は木質チップボイラー導入の意欲がある事

業体が,利 用する木質チップ燃料の種類を選択できるよう

に,乾 燥チップの生産量を増加させることが望ましく,ま

たそのことが木質チップボイラーの普及,ひ いては木質バ

イオマス利用の促進に繋がるのではないかと考えられる。

引 用 文 献

 Hakkila, P. and Parikka, M. (2002) Fuel resources from the for-

 est. In Bioenergy from Sustainable Forestry: Guiding 

 Principles and Practice. Richardson, J., Bjorheden, R., 

Hakkila, P., Lowe, A. T., and Smith, C.T. (eds.), Kluwer 

 Academic Publishers, Dordrecht, 19-48.

の効 果.日 林 誌,90:75-83

ペ レ ッ トク ラ ブ(2004)木 質 ペ レ ッ ト関連 事 業 に 関す る全

国調 査 の結 果(2000年1月 ～2003年12月).3,ペ レ ッ

トク ラブ,京 都.

佐賀 清 崇 ほか(2008)木 質バ イオ マス の エ ネル ギ ー利 用 に

お け るCO,削 減 コス ト分析.日 本 エ ネ ル ギ ー学 会 大 会講

演 要 旨集,17:142-143.

佐 々木 誠 一・ほか(2006)製 紙 用 チ ップ工場 で生 産 した 土場

残 材 チ ップの供 給 コス ト試 算.岩 手県 林 業技 術 セ ンター

研 究 報告,14:3-8

全 国林 業 改 良普 及 協 会 編(1990)葉 枯 ら し乾 燥.20-23,

創 新社,東 京.

要 旨

日本 で の木 質 バ イ オマ ス利 用拡 大 と促 進 が 必 要 であ る。

この報 告 の 目的 は,木 質 チ ップ燃 料 生 産事 業 体 で あ る製材

加工 業 者2箇 所,利 用 事業 体3箇 所 につ い ての 聞 き取 り調

査 か ら,鹿 児 島 県 にお け る木 質 チ ップ燃料 の需 要 と供 給実

態 を 明 らか にす る こ とで あ る。 利用 事 業体 は養鰻 施 設,温

泉施 設,お よ び福 祉 施 設 で あ った。 製材 由来 の チ ップ生 産

可 能量 を試 算 し,現 在 の 木質 チ ップ燃 料 の需 要量 と比 較 し

た 。木 質 チ ップ燃料 の 需要 量 は,製 材 由 来 のチ ップ生 産可

能量 の5%に も満 た なか っ た。 しか し,乾 燥 チ ップ にな る

と供 給 余力 は 木質 チ ップ燃 料 の需 要 の1.5倍 に も満 た なか っ

た 。生 チ ップ用 の ボ イ ラー は乾燥 チ ップ用 のボ イ ラー と比

較 し,木 質チ ップ ボ イ ラー導 入 の ため の初 期投 資が 高 額 に

な る。 木 質チ ップ ボ イ ラー導 入 の意 欲 が あ る利用 事 業体 の

た め に も,乾 燥 チ ップの生 産 量 を増 加 させ る こ とが 望 ま し

い の で はな いか と考 え られ た。

市 原孝志 ほか(2009)回 転 ドラム式乾燥 機 を用 いた木質 チ ッ

プの乾 燥.森 林 バ イ オマ ス利 用 学 会誌,4:13-20

岩 手 県林 業 技術 セ ン ター(2006)チ ップ ボ イラ ー導 入 の手

引 き.3.

鹿 児 島県(2010)鹿 児 島県 木 質バ イオ マス エ ネ ルギ ー利 活

用 指針.

熊 崎 実(2000)木 質 バ イオ マ ス発 電へ の期 待.182pp.全

国林 業 改 良 普及 協 会,東 京.

熊 崎 実(2004)木 質 バ イ オマ ス の含水 率 と発 熱 量.木 質 エ

ネル ギ ー2:22-23

熊 崎 実(2008)木 質 ペ レ ッ ト市 場 の 現状 と展 望-ヨ ー ロ ッ

パ と 日本-.日 本 エ ネ ルギ ー学 会 誌,87:425-429.

宮 田大輔 ほか(2006)林 道 端 と舗 装 土場 にお け る林 地残 材

の 自然 乾燥.日 林 誌,88:245-253

宮 田大輔 ほか(2008)木 質 チ ップの 自然 乾燥 にお け る撹拌


